







【坂内政策研所長〕 あけましておめで とうござい ます 。
向坊 先生 には、私共政策研 の顧問をお願 い してお り、大変御世
話 にな ってお ります 。さて 、この政策 研 ニュー スを皆 さんに読 ん
で貰 う為 にいろいろ工夫 を してお り、新年号 か ら顧問の先生方 に
御登場頂 くことにな りました。よろし くお願 い致 します 。
昨年12月 、科学技術 会議 に 「科学 技術 系人材の確保策」が諮
問 され ました。非常 に重要 なテー マで 、若者の科学技術離れの問
題 、女性 のパワー活用 な ども課題 とな ります 。
【向坊顧 問】科学技術分野 での女性のパ ワー活用 は、どこの国で
も結構難 しい問題だ と思います 。
昨年 、中国 に行 きました。以前 、北 京で 日中21世 紀委員会 とい うのがあ って 、これに出席 した
時に政策研 の紹介を した ら、中国でもそ うい うものを作 りたい と思 ってい ると言
うお話 で、その後 「管理科学研 究セ ンター」 とい うがで きた。そこの女性研究者
が 、日中の女性科学者 の会を是 非や るべ きだ とい うことになった。
それ で、日本側 は猿橋勝子 さん ら80人 、中国側 も30人 で 、9月 に北京 でや
った。申国側か ら会長 は僕にや って くれ と言 って きて 、そ うしたら、僕 だけ男 で、
あ と60人 は女性 ばか りでね。(笑)。
日本 からは、いろんな専門分野 の、非常 に優秀な人 が行 って 、その60人 の人
たちが みん な親 しくなって 、会議 は非常 な成功だ った と思 ってい ます 。
それ で面 白か ったのは 、日本 の女性科学者は偉 いのはひ とり者 が多 い と言 うん
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ですね。中国側は全部結婚 してい ると言 う。な るほ どそ う言われてみ ると日本は半分位 はひと り者
なんですね 。日本では結婚 したら研究 が出来ないのか とい う質問があ って困 りました。(笑)。
【坂内〕科学技術の分野 では女性 の進 出が遅れがち と思います 。も っと女性 に活躍 して貰 う必要が
あるわけですが 。.。..。
〔向坊 】難 しい問題 です ね。日本 の ような社会の情勢 か ら、一所懸 命や ると結婚す る暇が な くなっ
ち ゃうんですな 。
アメ リカでも、女性 の研究者の人数 は多 いようですが、地位 は上が ・っていない ようです 。以前 、
シカゴ大学 の女性の学長 に、一流 の大学 で女性の学長 さんは何人 くらいいますか と聞いたんです 。
そうした ら、その人 ひ とりだ と言 うんです 。だか ら、 資本 だけが遅れているので はな くて 、どこの
国でも、結婚 などの事情 があ り、女性 が偉 いところにい くのは難 しいんですね 。
国際会議 でも、女性 の比率 は本 当に少 ないものです。以前 、OECDで 大学問題の討論会が あ り
行 きましたが、その ときも十数 力国の代表 のうち、女性 は ソ連か らの一人だ けで した 。どこの国で




【坂内]最 近 、若者 の科学技術離 れ とカ＼ 理工 系学生 の製造業離れが問題 になってい ます 。
【向坊 コそれ は今 、大学 でも大問題 になってい まして 、何 とか優秀 な人 を理科系 に引 き留 めようと、
い ろいろな真剣 な工夫 を してい ます よ。学科の名前 までも変 えようとい う話 もあ ります 。
ただ 、バ ブルの崩壊 で 、工学部をでて、証券会社へ行 くなんてい うのはな くな って きた らしい 。
学生 につ いてい えば、中国や韓 国の学生 は非常 によ く勉強 しますね。中国では 、大学 に入 るには
全国統一試験 とい うのがあってxこ れは30倍 以上の倍率 だ といい ます 。 とにか く、彼 らはよ く勉
強 してい ますので 、撲 は 、21世 紀 はアジアの時代にな るとtSよく言 ってい ます 。ぼやぼや してい
ると、日本 も追い越 され て しまい ますよ。
[坂内]こ れか らの 日本 を考 えるとき、優秀な科 学技術系人材の育成 、確保 は本当に重大 な課題 だ
と思い ます 。政策研 でも この人材 問題 は重要な テーマ としてい くつ もの研究 レポー トを発表 し、提.
言 も して来 てお ります 。
ところで 、最近 、r第5回 の技術予測(デ ル フ ァイ法)」 を発表 しました◇
【向坊】非常 に大規模 で網羅的な技術予測 を、大 変な努力 をしてよ くやって くれだ と思ってい ます 。
新 聞な どで大変興味あ る内容 にな っていることを承知 して お り、この レポー トを時間 をか けてゆ っ
くり読 んでみたい と思い ます 。ただ 、僕 自身は アンケー トに回答す るのがあ ま り好 きでない 。とい
うのも、アンケPtトはまじめに回答 しよう とすればす る1まどNも のすご く悩んで しま うわ けです 。
それで 、最 近はみんな遠慮 させて貰 ってい ます ◇
【坂内】今 回の調査 では、2400人 もの専門家 に2度 にわた り多 くの項 目に答 えて頂いてお り、
本当に感謝 してい ます 。と同時に、この種 の調査 は、い ま先生 が言 われ たように 、答 えやすい課題




さて 、最後 に、先生の健康法 な どについてち ょっと。
【向坊 】昨年 、足 を痛めてあ まり運動 は してい ません 。ゴル フも今 は休んでい ます 。まあ、近 く再
開で きると思 うんですがね 。そのために も、今 、 自己流の体操 をやって身体を鍛 えて います 。
お酒 とたば こは、一切制限な し。お医者 さんが、酒 とたば こを止 めう とい うことを僕 には言わな
い 。言 っても聞かないって ことが知れ渡 っていてね。(笑)。 だけ ど、たば こは一箱以 内ですね 。
酒 は日本酒換算 で大体2合 以 内。冬 は日本 酒 、夏 は ビールが多いですね 。ウイスキー もと きどき飲
み ますが 、ダブル2杯 以 内ですね。大体 、これ位 は害 がないです。(笑)。
〔坂内〕それでは、またゴル フに ご一緒 させていただ くの を楽 しみに してお ります。本 日は、貴重
なお時間を頂 き有 り難 うござい ました。
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複合材料 は、従来の材料 と違 って 、"選 択 され るもの"で はな く、積極 的に"設 計で きる材料
"で あ る。高分子系繊 維強化複合材 料は 、す でに約50年 の歴史 を有 し、現在 、我国での年 間生
産量 は65万 トン台 とな ってい る。1940年以来 、ガ ラス繊維 と不飽和 ポ リエステル樹脂 の組合せ
か ら、ボ ロン繊維 、炭素繊維や アラ ミド繊維 とエポキシ樹脂 の組合せ とな り、現在 、熱可塑性樹
脂 の適用 へ と進 んでい る。利用分野 も建設資材 、住宅機材 、タンク容器な ど広範囲に亙 ってお り、
炭素繊維強化複合材で は、航空宇宙分野は言 うに及 ばず 、一般分野や スポーツ分野へ とその適用
が拡大 されてい る。
設計技 術を見れば、二次元構造 か ら三次元構 造へ と進 んでい る。ここでは、古い時代 の組紐技




・ 「第2回 海洋エネル ギー利用技術 の社会普及 に関す る研究会」を12月14日 に開催 し、海洋
エネルギーの利用 につ いて 、発電所排水の利用 、養殖産業 におけ る深層水の利用可能性 につ き議
論す るとともに、社会普及 の阻害要因 、社会資本 として これ まで とは違 った尺度 で他の手法 との
比較 をす ることによ り技術 開発/社 会普及が可能か等 について討論 され た。
・ 「地域科学技術政策研究 国際 ワー クシ ョップ」 プ ログラム企画委員会を12月22日 に開催 し、
テー マ ・進行方法 、候 補者 の人選 、今後 の進 め方等 について検討 を行 った。
・ 「第11回 アジアのエネルギー消費 に伴 う大気汚染物質排 出量 の推 計に関す る小 委員 会」 を
12月25日 に開催 し、エネルギーの将来予測及び大気汚染物質排出量 の推計手法並 びに報告書
の取 りまとめ方法 について検討 した 。
?
?
Or組 織 的知 の創 造をめ ぐる学際的研究 に関す る国際 ワー クショップ』 の開催 について
科学技術政策研究所で は、科学技術 の知識創造 をもたらす組織 的行動 の原動力を、学際的視
点 から明らかにする ことを目的 とした国際 ワー クシ ョップを開催致 します 。
本 ワー クシ ョップでは、当研究所 ・野中郁 次郎総括主任研究官 を中心 に、マイケル ・ギボン
ズ(サ セ ックス大学教授)、 ア ンジェ ラ・デ ューマ(ロ ン ドン大学教授)、 ドミニク ・フ ォレ
イ(パ リ大学教授)等 の各氏 をお招 き して、知識創造の プロセスを、個人 、グルー プ、組織 内
及 び組織間な どの様々な側面 から検討 して まい ります 。
開催 日:平 成5年8月22日(月)～28日(火)
会 場:研 究交流セ ンタM-・・国際会議場(茨 城県つ くば市竹園2-20-5)
主 催:科 学技術庁科学技術政策研究所
なお参加 をご希望 の方 は、2月 末 日までに第1研 究 グルー プ ・永田(03-3581-2396)まで
ご連絡下 さい 。
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昨年12月 に、標記 の レポー トを調査研究資料No.27と して まとめた。その概要 を述べ る。
1.序
研究開発競争が世界 的な広が りをみせ るにつれて、いろいろな場面で研究 開発費の国際比較 が行
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われるよ うにな った。政府の科学技術政策を論 じる場合 にも、まず、研究開発費 の比較が議論の出
発 点になることが多 い。 ところが、研究開発費 を各国 で比べ るとい うの は、なかなか厄介 な面があ
る。日本 と米国を例 に とると、米国の研究開発費 は ドルで表示 され ているので 、日本の研究開発費
と比較す るには、 ドルを 円に直 さなければいけない。現在 、為替 レー トや購買力平価 によって 、換
算 が行われてい るが、それぞれ難が ある。
為替 レー トは、近年 、変動 幅が大 きい 。為替 レー トで換算す る と研究 開発費 の伸び率 よ りも、為
替 の変動率 の方 が大 きいのだから、研 究開発費 の傾向をつかむこ とはで きない。また、為替 レー ト
と各国通貨 ベー スでの物価水準の比 とが 、必ず しも一致 しないため に、換算 した結果 が、研究 開発
費 によって実際 に購入で きる財 ・サー ビスの量 、つ まり購買力を表 さない とい う問題が ある。現在 、
為替 レー トでは1ド ルは120円 程度 である。ところが、 日本 では 、たばこ1箱 が220円 で、米
国では1箱2ド ル50セ ン トであ るとすれば 、たば こ1箱 を買 うための金額の比は 、220/2.5
=88と なるか ら、たば この価格比 は1ド ル=88円 であ る。
このよ うな国 による物価の比率 を 、多 くの商 品について ならしてで きた換算 レー トが、購買力平
価 である。 しか しながら、現 在のOECDの 購買 力平価は 、消費財 を基準 にして計算 され てお り、
果 た して研究開発費 について も十分 な有効 性を保 つか は検討の余地が ある。(以 下 、購買 力平価 と
はOECDの 購買力平価を指 す。)研 究開発費 に適切 な換算 レー トについて、検討を行 った。
2.購買力平価 と為 替 レー ト
こともあ り、変動の幅が大 きい。そのため 、購買力平
価 と為替 レー トが乖 離す る局面がみ られ る。
なお、OECDは5年 に一度 、購買力平価の推計 を
している。購買 力平価 は推計年次 によって 、算定 の対
象 品目の変 化な どの要因があ り、値が変わ って くる可
能性が あるのに注意 しなければいけない 。現在使 われ
ている購買 力平価 は、1985年 推計の ものであ る。
1990年 推計 は、OECDで 現在進め られてお り、
まず 、為替 レー トと購買 力平価の関係 をみてみ よう(図1)。
購買力平価 は緩やかな動 きとなってい るが、これは 、
購買力平価 は1985年 について算定 され てい るが 、
1985年 以外 の年の値 は 、日本 と米 国の物価上昇率
の違いを用 いて計算 して求 めてい るためである。他方 、












1993年 初に公表 され る予定 である。公表 され た場合 、科学技術 関係 の経費 について 、新 しい購





GDPに 対す る購買力平価 の算定 は、GDP各 支出部門の購買力平価が 、各部 門のGDP全 体 に
占める割合 を ウェイ トとして影響す る仕組 み とな ってい る。1985年 に、各国 において民間最終
消費がGDPに 占める割合は 、60%程 度 であ る。その中では食料 、医療 、住居 、衣料 、装身具 、
教育 な どが大 きなウ.イ トを占めてい る。また各 国 とも、政府最終消費 は10%か ら20%、 固定
資本形成は20%か ら30%く らいの割合であ る。 したが って 、GDPに 対 する購買力平価 の算定
には、消費財 の物価水準が大 き く影響 している。
購買力平価 を研究 開発費に適用す ることの妥 当性 については 、以下の点か ら研究開発費 の内訳 を
検討 してい く必要 がある。① 研究 開発費の各費 目の割合 と、GDP支 出項 目の割合の異同 。②研究
開発費の各費 目の うち、GDP支 出項 目に相当す るものがない ものの国際的な価格水準。
わが国の1985年 度の研 究開発費 の内訳は 、
表 日本の研究開発費の費目別内訳 の推移表 のよ うで ある
。それについて 、上 の二点か ら検(1985年 度:自 然科学 のみ)
試 した。
(1)購 買力平価 の各項 圏と研究 開発費の支出項
目は構成上 、かな り違いがあ る。
①研究開発費の うち、購買力平価 の費 目に相当す
るものがない費 目として 、人 件費(研 究開発費全
体 に占める割合 は約42%)、 原材料費(同 約
18%)等 があ る。
*の 付 いている数字 は有形固定資産購入費の
② ①とは逆に・願 力鞠 の算定に含熟 てい 霞 了㍊ 謙 辞には含 まれない。学技術研究調査報告
るが、研究開発費にはほ とん ど相 当 しない費 目と
して、個人消費 の うちの多 くの費 目(食 料 、医療 な ど)、 居住用建物建 設 、土木 などがあ る。
③研究 開発費 と購買 力平価の費 目で、互、、に相 当するものがあ っても、その ウェイ トが大 き く違 う
もの として 、有 形固定資産購 入費 は、研究開発費 の約18%を 占めるが 、固定資本形成 は、GDP
の約28%を 占めている。
したが って、購買力平価は 、研究開発費の国際 的価格水準 を正確 に反 映す るもので はない。
(2)GDP支 出項 目に相当するものがない人件費 について、 日米間の価格比 を推定 した。研究者
一人当 た りの年 間平均人件費 から計算す ると、1985年 に1ド ル=155.2円 になる。
4。日米 間の研究開発費 の実質換esレ・…$の試算
研究開発費 に関す る日本円 と米国 ドルの実質i換算 レー トを試算 した。
本試算の基本 的な発想 は、1985年 推 計の購買力平価 は、算定方法 の特徴 により、各項 目の購
買力平価を加重平均 して 、上位 の項 目の購 買力平価 を表す ことがで きる構造 となっているので 、研
究 開発費の各費 目に相当す る購買力平価が推定 で きれば 、それ らを加重平均 して 、研究 開発費全体
の購買力平価 を算出で きるとい うものであ る。購買力平価 が56項 目について算定 されている こと
を利用 して 、各項 目の購買力平価 に(厳 密に言 うとこれは購買 力平価で はな く、購買力平価 の近似








L機 械 ・器 具 ・蓼ξ置 等2 *1⊥.脳
(その他) *2.8累
その他 の経 費 21.5累
一6
∧〃SτEP∧/ews
米側で行 い、それぞれの結果の比 が実質換算 レー トとな る。
ただ し、以下の点について注意 が必要で ある。人件費 については購買力平価 に該当す るものがな
いので 、代 わ りに日米 の研究者一人 当た り人件 費の比 を用 いた。また、研究開発 に使 われ る原材料
費は算定か ら除かれ ている。本試算 は研究開発 に適 した換算 レー トを算定す るものであるが、以上
の ように、OECDの 購買力平価 と同じ算定方法 ではないので 、誤解 を避 けるために、研究開発費
の購買力平価 とは呼 ばず 、日米 の研究開発費の実質 換算 レー トと名付 けた。
なお、これ まで、 このような特定分野のための購買力平価の試算 は、ほとん ど行 われ た例が ない
よ うで ある。
実質換算 レー トの試算結果 は、1985年 に185.5円 とな り、購買 力平価 の222円 に対 して、
16.4%の 円高にな っている。1985年 以外の年 については、OECDの 推計法 に倣 って延長推
計 を行 った 。米国の研究開発費の 日本円への換算 を、ここで求 めた実質換算 レー トと、購 買力平価 、
IMF為 替 レー トを用いて行 ・った(図2)。














米国研究費 米国研究費 米国研究費 参考:
の円換算 の円換算 の円換算 日本研究費
像i質換凱 購 買力平(為 替レト
トーに よる。)価 による。)に よる 。)
実質換算 レー トに よる換算 では、1991年 において米国の研究開発費 は、日本の約2.O倍 にな
る(日 本 の研究開発費 は 自然科学のみ)。 これ は購買 力平価換算 では、 日本の約2.4倍 にな る。ま
た 、これは為替 レー ト換算で は、日本 の約1.6倍 に とどまる。
5。まとめ
①購買 力平価の各項 目と研究 開発費の費 目は構成が大 き く異 なってい る。その ため 、購買 力平価 を、
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研究開発に使用す ると、誤差 が生 じる。
②研究開発費の 日米間の実質換算 レー トを試算 したところ、それ は、購買 力平価 よ りも16%程 度
の 円高 にな るものと見積 もられ る。デー タの制約 などか らそれ は、完全に正確 なものではないもの
の 、研究 開発費 の実質換算 レー トは、購買力平価 よりも、円高 よ りにあ るとの推定は成 り立つ 。
⑧実質換算 レー トの試算 は、各国の研究開発の実質的な量 の測定手法を提示 したとい う意義 をもつ 。
また、 この算定手法 は研究開発に限 らず 、他の特定分野 の実質換算 レー トを計算す るのにも応 用可
能 である。
④本試算は 、原材料 を算定か らはず してい ることな ど不十分な点が多 い。今後 、より正確 な算定 の
ためには、国内外 の研究開発費 に関す る詳細 なデー タの入手 と分析 が必要で ある。まだ、1990
年推計の購 買力平価 についての検討や多国間の実質換算 レー トの検討 な ども課題 である。








日本銀行国際局 「国際収支統計」(以 下 、r日 銀統計」 と呼ぶ。)
技術輸出額:3,974億 円 技術輸入額:8,647億 円
収支比率:0.46
総務庁統計局 「科学技術研究調査 報告」(以 下 、 「総務庁統計」 と呼ぶ。)
技術輸出額:8,706億 円 技術輸入額:8,947億 円
収支比率:Oe94











・卸売 ・小売業 、金融 ・保険業 、サー ビス菜箸(*)
→r総 務庁統計」技術輸入額 を増加 させ る要因
(2)技術貿易 の範囲
[共通項 目]
・特許 に関す る権利 の譲渡 、使用権 の設定
・実用新案に関す る権利の譲渡 、使用権の設定
φノ ウハ ウ(ソ フ トウェアを含 む)に 関す る権利 の譲渡 、使用権 の設定
●産業上の技術指導(品 質管理 、操業運転 、保守管理等)
[相違項 目]
「日銀統計 」のみに含 まれ るもの
・商標 に関す る権利の譲渡 、使用権 の設定
・意 匠に関す る権利 の譲渡 、使用権 の設定
。工場経営の技術指導 、事業経営 の技術指導
→ 「日銀統計 」技術輸入額 を減少 させ る要因
「総務庁統計」のみに含 まれ るもの
・プ ラン ト輸 出に伴 うノウハウや産業上の技術指導(*)
→ 「日銀統計 」技術輸出額 を増加 させ る要 因
(注)(*)印 は、技術貿易 に含 むべ きと考え られ るもの
3。両統計の定量 的検討
定性的比較によ り得 られた主要 な要 因について、定量的検討 を試みた 。
①(「 総務庁統計」技術輸入額の増加要因)
「卸売業 、小売業 、サー ビス業等 の調査の対象除外」 の要因




rプラン ト輸 出に伴 うノウハ ウや産業上の技術指導の対価 」の要因
試 算:プ ラン ト輸出統計(昭 和63年 度約1兆 円)と プラン トの価額構成比率(エンジニアリン
グ2.3%)を用いた
注:プ ラン ト輸出統計 は成約ベースのため、支払は3年 遅れ 、平成3年 度試算 には昭和





「商標 に関す る譲渡 、使用権 の設定の対価 」の要因
試 算:ア ンケー ト調査 による平均対価支払額(平 成3年 度 、43百万円/件)と 、契約件数
(約2,500件)を用 いた
注:契 約件数 は、新規技術導入契約件数(平 成3年 度 、513件)に平均契約年数(平 成
8年度 、4.9年/件)を乗 じたもの
[0.43億円 × 約2,500件 ≒1,083億円]
4.ま とめ





























試算 の結 果、両統計の技術貿易額の差は 、技術輸出額約soots円、技術輸入額約1,500億円 とな
ったが 、試 算誤差 を考慮 して も、技術輸入額 の差 はまだ大 きい 。その差を説明す る主 な要因 として
考 えられ るものは、以下の とお り。
grソ フ トウェアに関す る対価」の要 因
本来 は両統計 に含 まれ てい るが 、汎用ソフMxア等が技術 とは認識 されず、r総 務庁統計」
か ら欠落 した場合 、その影響は大 きい。
・ r資本金5◎0万円未満 の企業が行 った技術輸入の対価 」の要因
「外国技術導入の動 向分析」新規技術導入契約件数(商 標 ・意匠を除 いた、特許 ・ノウ
ハ ウ関連 の件数:9,697件)と比べ て、r総 務 庁統 計」 では著 しく件数が少なV、(924
件)。 これ は、 「総務庁統計」では、資本金50◎万 円未満の企業が行 った技術輸入 が調
査 の対象外で あることに起因す ると考 えられ る。
主要 な要 因の技術輸出 令技術輸入の何れか技術貿易額が多い と考 えられているもの しか織 り込 む
ことがで きず、 また、その他 の要因については試算で きていないが 、平成8年 度 の技術貿易収支比
率はO。6前 後 になるとi推定 され る。
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○成果物 の発行案 内
Pt調査研 究資料 肋.25外 国技術導入 の動 向分析一平成8年ffx-一一 情 報システ ム課
平成3年 度 の外国技術導入 の動向については、その分析結果 の一部 を中間報告 と して 、政策研
:ユwwス(NCv490ctig92)に発表 したが、轟轟冬結果を取 りまとめた ものである。
平成3年 度 には、年度途 中において 、外国技術の導入 に関す る根拠 法令 である外 為法 の一部改
正に伴 う報告及び届出項 目の削除等 があ り、一部項 目には統計分類 デー タの欠 ける所が あったが 、
可能 な限 り、統計の一貫性が保 たれ るよ う努め た。更 に、本調査は、従来か ら導入 した技術 を
「日本標準産業分類」(行 政管理庁編集)に よって分類 し、統計 を行 って きたが、今回 、導入 し
た企業 を 「会社企業名鑑」(総 務庁統計局編集)等 で業種 に分類 し、業種か らみた集計 も試みた。
なお、本資料の発刊 につ いて は、大蔵省印刷局 より、2月 に発行 、販売が予定 されてい る。
○海 外 出張 報 告
erScieftce,Techn◎}ogyaitdCo斑斑nityCohesi◎Ptコンフ ァレ ンスへ の出席
第2研 究 グル ー プ主 任 研 究官 柿 崎 文 彦
ベ ル ギ ー王 国 ブ リュ ヅセ ル郊 外 ル ー ヴ ァン ・ラ 含ヌー ヴの ルー ヴ ァン ・カ トリ ック大 学 で平 成
4年12月2日 ～4日 まで 開催 され た標 記 コン フ ァレ ンス に デ ィス カス タ ン トとして参 加 した 。
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同コンファレンスはEC委 員会第12総 局の主催 によるもので 、科学技術 とECの 経済的統 合を
主題に、EC各 国の多様性及び技術革新 と 「コヒー ジョン」 との関連 に関 し主 として欧州の産e
学 ・官の関係者の論文発表 とそれに対す る討議 が行 われ た。参加者 は約120名 で、東欧を はじ
めEC非 加盟国も出席 していたが 、米国か らの参加者 はなか った。各国毎の科学技術 の推進 とE
C全体 としての科学技術の推進方策 につ き議論 が集 中 し、これは我国 で言われているところの地
域における科 学技術 の推進 と極 めて類似す るものであった。rコ ヒー ジ ョン」についての解釈 に
ついて多 くの意見 が提 出され結論 には至 らず 、事務局 において参加者への アンケー ト調査が行わ
れている。科 学技術 の グローバ リゼー シ ョンと地域科学技術 の接点 に関 し、多 くを考 えさせ られ
たコンフ ァレンスであった 。
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